令和７・８年度陸前高田市営建設工事入札参加資格審査申請提出書類様式集
陸前高田市営建設工事入札参加資格審査申請提出書類様式集（独自分）
対象年度　令和７・８年度
	受付番号
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	
	※通知等を受信できる代表アドレスを記載すること

	作成担当者氏名
	

	共同企業体受付番号等
（申請がある場合）
	受付
番号
	①
	
	商号又は名称
	①
	

	
	
	②
	
	
	②
	


作成要領（共通）
１　本様式集で示す書類は、当市に建設工事入札参加資格審査の申請をする者のうち、次のいずれかに該当する者のみ提出すること。
　⑴　当市に本社又は営業所等を有する者
　⑵　本申請の対象年度の直前の年度において、陸前高田市営建設工事等請負入札参加者格付基準に基づき定める格付に掲載されている者
２　共同企業体の構成員であるときは、共同企業体受付番号等の欄に、当該共同企業体の受付システムでの申請時に発行された受付番号及び商号又は名称を記載し、共同企業体名義で本様式集の別途作成は不要であること。
３　提出の際は、本様式集及び別に定める書類をそれぞれデータファイルで作成し、当市で示す送信フォームから提出するものとする。ファイル仕様及び送信フォームは次に示すとおりとする。
	ファイル形式及び容量
	ＰＤＦファイル（本様式集のみＷｏｒｄファイルでも可）　１ファイルあたり１０ＭＢまで

	送信フォーム
	ＵＲＬ　https://logoform.jp/f/pyd4a


４　提出後に修正等を要するときは、原則上記メールアドレスあてに通知するので、メール記載の期日までに修正の上再提出すること。
提出期限　令和７年３月１９日（水）
提出書類一覧
１　本様式集に掲載のある書類
	通し
番号
	頁
番号
	書類名
	必須又は任意
提出書類の別
	提出確認
(提出時☑)
	備考

	１
	２
	参加希望工種確認表（格付関係）
	必須
	
	

	２
	３
	技術職員名簿
	必須
	
	

	３
	５
	工事経歴書
	任意
	☐
	

	４
	７
	アスファルトフィニッシャー及び船舶保有調書
	任意
	☐
	

	５
	８
	障がい者、消防団員の雇用及び協力雇用主等に関する調書
	任意
	☐
	

	６
	９
	高等職業訓練校訓練生等及び指導員の雇用に関する調書
	任意
	☐
	



２　本様式集と別に定める書類
	通し番号
	書類名
	必須又は任意
提出書類の別
	提出確認
(提出時☑)
	備考

	７
	市税等納付状況の調査に関する承諾書
	必須
	
	白黒スキャン可。

	８
	地域奉仕活動実施報告書
	任意
	☐
	

	９
	その他様式集に添付する書類一式
	任意
	☐
	ＺＩＰファイル形式で圧縮して提出すること。



注）書類はデータ提出とするが、書類原本は申請日から本申請に係る競争入札参加資格の有効期間が終了するまでの間、申請者が保管するものとし、当市から原本の確認又は提出依頼等がなされたときは、特別な事情がある場合を除き、それに応じること。


１　参加希望工種確認表
	工種名
	参加希望（希望する工種に☑）

	
	単独
	共同企業体①
	共同企業体②

	土木工事
	☐
	☐
	☐

	建築工事
	☐
	☐
	☐

	漁港水中工事
	☐
	☐
	☐

	舗装工事
	☐
	☐
	☐

	水道工事
	☐
	☐
	☐

	塗装工事
	☐
	☐
	☐

	電気工事
	☐
	☐
	☐

	空気調和設備工事
	☐
	☐
	☐



参加希望工種確認表記載要領
１　当市の発注する建設工事において、参加を希望する工種にチェックすること。
２　参加希望工種は、単独及び共同企業体のそれぞれで選択するものとし、共同企業体の①、②は様式集表紙の共同企業体受付番号等のそれぞれの番号に記載したものと揃えること。なお、使用しない欄はチェックすることなく提出すること。
３　本様式に記載している工種名は、本申請の対象年度の直前の年度の格付を参考としているものであり、今後、格付基準策定等の過程で変更、調整があること。
４　本様式に記載されている工種と受付システムに示されている工種で一致しているものについては、それぞれの選択が相違ないように留意すること。
[bookmark: _GoBack]５　共同企業体の代表となる者は、本様式とあわせて共同企業体の締結に係る協定書の写しを添付すること。


２　技術職員名簿（１／２頁）
	№
	氏名
	生年月日
	有資格区分コード
	実務経験者担当
業種コード
	管理技術者資格者
証交付番号
	経営業務の専任技術者
	営業所の
専任技術者

	例
	高　田　太　郎
	S11.11.23
	111
	120
	
	
	
	
	12345678901
	○
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



２　技術職員名簿（２／２頁）
	№
	氏名
	生年月日
	有資格区分コード
	実務経験者担当
業種コード
	管理技術者資格者
証交付番号
	経営業務の
管理責任者
	営業所の
専任技術者

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	26
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	27
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	28
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	29
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	30
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



技術職員名簿記載要領
１　本様式は、申請する工事種別に対応する国家資格等を有する技術者について、申請書を提出する年の１月３１日の状況で記載すること。申請する工事種別に対応していない国家資格は記入しないこと。
２　有資格区分コードの欄には、申請する工事種別に対応する国家資格等について、別に定める資格区分コード表の中から該当する資格のコードを記載すること。
３　経営業務の管理責任者の欄には、建設業法第７条第１号に該当する者について○を記載し、営業所の専任技術者の欄には、建設業法第７条第２号及び第１５条第２号に該当する者について○を記載すること。
４　本様式と別に記載事項を明記した書類があるときは、当該書類を添付することで本様式に代えることができる。そのときは、本様式中№１列の氏名欄に「別紙のとおり」と示すこと。また、本様式に記載できる数を超えるときも、別紙で名簿を作成の上、同様とすること。
３　工事経歴表
　申請する工事種別
　　　　　　　　　　　　　工事
	注文者
	元請又は
下請の区別
	工事名
	工事場所の
都道府県名
	請負代金の額
（千円）
	着工年月
完成(予定)年月
	工事内容

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
年　　月
	

	計（当該工事種別の最終頁の場合は合計）
	
	千円




工事経歴書記載要領
　１　本様式は、申請する工事種別の年間平均完成工事高に他の建設工事の年間平均完成工事高を合算することを希望する場合又は申請する工事種別に対応する建設工事の工事内容に限定のある場合のみ作成すること。
　２　本様式は、申請する工事種別ごとに作成すること。複数の工事種別の工事経歴表を提出するときは、適宜必要な工種分の表を追加して作成すること。また、表の数が不足するときも同様とすること。
　３　本様式は、申請書を提出する日の前年の１０月１日の直前２年又は３年（経営事項審査に係る完成工事高の「２年平均」「３年平均」に対応）の営業年度に完成した工事で、官公庁発注に係る元請工事及び下請工事の主な工事について記載すること。なお、官公庁発注工事の経歴がない場合は、民間工事について主な工事を記載すること。
　４　工事名の欄には、請け負った工事が何の工事か分かるように具体的な工事の名称を請負契約書の工事名等により記載すること。
　５　下請工事については、注文者の欄には直接注文した元請負人の商号又は名称を記載し、工事名の欄には下請工事の名称を記載すること。
　６　工事内容の欄には、請け負った工事が何の工事の内容か分かるように施工延長、施工面積、構造等について簡略に記載すること。
　７　本様式と別に記載事項を明記した書類があるときは、当該書類を添付することで本様式に代えることができる。そのときは、当該書類にどの工事種別か確認できるように記載した上で、あわせて本様式に工事種別を記載し、表の１行目工事名欄に「別紙のとおり」と示すこと。


４　アスファルトフィニッシャー及び船舶保有調書
	アスファルトフィニッシャー
	船舶

	形式
	能力
	数量
	作業船舶の種類
	トン数
	規格・能力等
	保有数
	備考

	
	
	
	起重機船
	
	
	
	

	
	
	
	クレーン付台船
	
	
	
	

	
	
	
	ひき船
	
	
	
	

	
	
	
	しゅんせつ船
	
	
	
	

	
	
	
	作業船
	
	
	
	

	☐　経常的にｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬｰを保有（賃借）していないが、個別の案件ごとに都度賃借等で機器を手配する場合はﾁｪｯｸすること。
	その他
	
	
	
	



アスファルトフィニッシャー及び船舶保有調書記載要領
　１　本様式は、参加希望工種確認表において「舗装工事」を選択した者が、うちアスファルトフィニッシャー分を、「漁港水中工事」を選択した者が、うち船舶分を、それぞれ作成すること。
２　当該機器等を経常的に賃借している場合は、それを証明する書類（契約書の写し等）を添付すること。
５　障がい者、消防団員の雇用及び協力雇用主に関する調書
　⑴　障がい者雇用状況
	障がい者雇用者数
	人



　⑵　消防団員の雇用状況
	氏名
	分団名
	生年月日
	住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



　⑶　協力雇用主に関する登録状況
	協力雇用主の登録（いずれかに○）
	有　・　無



障がい者、消防団員の雇用及び協力雇用主等に関する調書記載要領
　１　障がい者雇用があるときは、本様式とあわせて障害者雇用状況調書等、障がい者の雇用が確認できる資料を添付すること。
　２　消防団員の雇用状況は、最大８名分まで記載できること。また、本様式とあわせて雇用が確認できる資料を添付すること。
　３　協力雇用主の登録があるときは、本様式とあわせて保護観察所が発行する証明書の写しを添付すること。

６　高等職業訓練校訓練生等及び指導員の雇用に関する調書
　⑴　職業訓練校訓練生等の雇用状況
	氏名
	訓練科及び状況
（訓練科を記入し該当する一方に○及び年度を記入）
	生年月日
	住所

	
	（　　　　　　　　　　　科）
・在学（　　　　年度終了予定）
・修了（　　　　年度修了）
	
	

	
	（　　　　　　　　　　　科）
・在学（　　　　年度終了予定）
・修了（　　　　年度修了）
	
	

	
	（　　　　　　　　　　　科）
・在学（　　　　年度終了予定）
・修了（　　　　年度修了）
	
	

	
	（　　　　　　　　　　　科）
・在学（　　　　年度終了予定）
・修了（　　　　年度修了）
	
	



　⑵　職業訓練指導員免許取得者の雇用状況
	氏名
	生年月日
	住所
	免許職種

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



高等職業訓練校訓練生等及び指導員の雇用に関する調書記載要領
　１　職業訓練校訓練生等の雇用があるときは、あわせて在学状況（訓練修了状況）及び雇用状況を確認できる資料を添付すること。
　２　職業訓練指導員免許取得者の雇用があるときは、あわせて職業訓練指導員免許取得及び雇用状況を確認できる資料を添付すること。
9

